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一般社団法人日本ドローンコンソーシアム 

令和 7 年度（2025 年度） 

通 常 総 会 

 

 

日時：令和 7年 6月 10日（火）14:00～15:00 

場所：銀座ブロッサム（中央区立中央会館） 

   〒104-0061 東京都中央区銀座 2丁目 15-6 

 （オンライン併用で開催） 

通常総会議案： 

   第 1号議案 令和 6年度事業報告 

   第 2号議案 令和 6年度決算報告 

   第 3号議案 令和 7年度事業計画 

   第 4号議案 令和 7年度予算計画 

   第 5号議案 令和 7年度役員候補 
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第 1号議案 令和 6 年度活動報告 

1 会員数 

 令和 6 年度末※1 令和 5 年度末 

法人会員 198 217 

公共会員 １ １ 

協力会員 49 48 

招聘会員 19 18 

団体会員 0 0 

提携団体会員 7 7 

合計 274 291 

  ※1：2025/3/31 時点 

 

2 役員と役員の担当 

代表理事 野波 健蔵 一般財団法人先端ロボティクス財団 （将来構想委員会） 

副代表理事 石田 敦則 三信建材工業株式会社 （産業促進委員会・中部地域部会） 

副代表理事 戸澤 洋二 戸澤洋二技術士事務所 （表彰委員会） 

理事 伊東 明彦 一般社団法人もりや循環型農食健協議会 （事務局長） 

理事 稲葉  久人 株式会社ハクト （国際ドローン展委員会） 

理事 岩田 拡也 国立研究開発法人産業技術総合研究所 （関東・甲信越地域部会） 

理事 金井 利郎 金井度量衡株式会社 （スクール事業部） 

理事 酒井 直樹 国立研究開発法人防災科学技術総合研究所 （防災系部会） 

理事 下村 博之 株式会社パスコ （総務委員会） 

理事 鈴木 智 国立大学法人千葉大学 （総務委員会） 

理事 須田 信也 株式会社 WorldLink&Company （産業促進委員会） 

理事 武石 学 株式会社安藤・間 （測量建設系部会） 

理事 武田 圭史 慶応義塾大学 （国際連携委員会） 

理事 多田隈 建二郎 国立大学法人大阪大学大学院 （関西地域部会） 

理事 舘 良太 JSD 株式会社 （国際ドローン展委員会） 

理事 三輪 昌史 国立大学法人徳島大学大学院 （中国・四国地域部会） 

理事 山下 敏明 日本電気株式会社 （地域推進委員会） 

理事 山本  秀太 横浜警備保障株式会社 （国際ドローン展委員会） 

理事 吉田 基 株式会社ツバサ・フロンティア （総務委員会） 

監事 木下 研作 株式会社サイバー創研  

監事 公文 誠 国立大学法人熊本大学大学院  
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3 事業内容 

3.1 通常総会 

日 時：2024年 5月 31日 14：00－15：00 

会 場：銀座ブロッサム（オンライン併用開催） 

概 要：令和 5 年度事業・決算報告、および令和 6 年度の事業計画・予算・役員が承

認された。 

 

3.2 理事会 

計 6回開催し、総会で決議した事項の執行と総会の準備を実施した。 

理事会名 実施日 場所 理事参加人数 主な議題 

令和 6年度 

第 1回目 

2024年 5月 31日 銀座ﾌﾞﾛｯｻﾑ 

(ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ) 

18名 

委任状 0名 

・代表理事・副代表理事の選定 
・会長の選任 
・事務局長の委嘱 

令和 6年度 

第 2回目 

2024年 7月 2日 JDC事務局 

(ｵﾝﾗｲﾝ) 

18名 

委任状 0名 

・総会議事録 
・第 1回理事会議事録 
・入会審議 
・過酷環境ドローンチャレンジ（HEDC）に関
する受託 

令和 6年度 

第 3回目 

2024年 9月 9日 JDC事務局 

(ｵﾝﾗｲﾝ) 

16名 

委任状 3名 

・第 2回理事会議事録 
・入会審議 
・過酷環境ドローンチャレンジ（HEDC）に関
する受託 
・監査団体について 

令和 6年度 

第 4回目 

2024年 12月 5日 JDC事務局 

(ｵﾝﾗｲﾝ) 

16名 

委任状 3名 

・第 3回理事会議事録 
・入会審議 

令和 6年度 

第 5回目 

2025年 3月 31日 JDC事務局 

(ｵﾝﾗｲﾝ) 

17名 

委任状 2名 

・第4回理事会議事録 
・入会審議 
・来期役員候補 
・台湾ドローン連盟 MOU締結 
・事務所移転 
・規約類の改定 

令和 6年度 

第 6回目 

2025年 5月 14日 JDC事務局 

(ｵﾝﾗｲﾝ) 

14名 

委任状 4名 

・第 5回理事会議事録 
・入会審議 
・総会資料 

 

上記のとおり、令和 6 年度は、第 10 回国際ドローン展・JDC フォーラムを共催し、その

会場において第 3回 JDC表彰を行った。国際ドローン展では、第 10回の開催を記念しセレ

モニーを実施すると共に、体制強化を図るため、「国際ドローン展委員会」を立ち上げ活動

を実施した。また、F-REIの過酷環境ドローンチャレンジ（HEDC）の運営に関わった。各委

員会活動においては、令和 6年度の計画を立案して活動した。 
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3.3 委員会 

（1） 総務委員会（委員長：㈱パスコ 下村博之） 

 運営全般：総務委員会・事務局連絡会議を定期的に開催し、JDCの定常的な運

営を事務局と連携して行った（開催数：5回）。 

 規定類の整備：組織変更および大型受注案件の実施状況に応じて規定類の見直

し、および規定間の整合性を図った。 

 財務：会費の納入状況、収入・支出・収支差額について、定期的に把握し、令

和 6年度決算報告書の作成と令和 7年度予算（案）の作成を行った。合わせて

会費の確実な徴収を行った（受託獲得：1件、貸倒損失：0件）。 

 日刊工業新聞社より「World Robot Summit 2025過酷環境 F-REI チャレンジ 

過酷環境ドローンチャレンジ(HEDC)実施に関わる安全管理および会場整理」業

務を受託し、契約、実施支援、会計処理を行った。 

 広報：メールニュースおよび News＆Topicsの発信を広く呼びかけ、情報発信

を行った。ホームージの掲載内容を充実し、定常的に情報更新を行った（News 

& Topics発信：6回、HP掲載情報の確認・更新：24回）。 

 

（2） 国際ドローン展委員会（委員長：㈱JSD 舘良太） 

 第 10回国際ドローン展を日本能率協会と共催した。展示では、「高校・高専・

大学」ゾーンを新たに企画し、学生が国際ドローン展で技術やアイデアを発表

する機会を提供した。また、第 10回国際ドローン展では、JDC フォーラムを

企画し、開催する。 

 

（3） 将来構想委員会（委員長：（一財）先端ロボティクス財団 野波健蔵

（兼務）） 

 JDC は日本最初のドローン民間団体として 2012 年 10 月 16 日に発足してから、

1 昨年 10 月で丸 10 年の歴史を刻み、2024 年度の今期は新たな 10 年のスター

トの年であった。ドローン関連の航空法整備や操縦者免許制、型式・機体認証

制度も進み、新たなドローンをめぐる環境が生まれつつある。こうした新しい

環境に適応するためには JDC はいかにあるべきかについて、そのミッション、

組織、活動に関して総合的に検討するために本委員会を設置し活動を行った。 

 2025 年 4 月 17 日と 5 月 19 日の 2 回開催し、参加者は延べ 22 名であった。内

容としては和田顧問からの「JDC の在り方についての一考察」をベースに議論

され、「産-学を繋ぐ業界団体は JDC のみ」、「外国（この場合台湾）からみて、

メーカ、サービサー、ベンダーのまとめる組織は JDC」と評価され、台湾ドロー

ン連盟との覚書を締結するに至っていることが説明された。また、会員は、研

究機関、メーカー、サービサー等、多様な職種・レイヤーで構成されているこ

とから、マッチングなどの要望が多いと仮説し、総会の後のプログラムにピッ
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チイベントを企画し、少しでも多くの方に発信・交流してして頂く機会を設け

ることとした。 

 

（4） 国際連携委員会（委員長：慶応義塾大学 武田圭史） 

 JDC UAS Autonomy委員会を所轄し、委員会の活動を推進した。 

 台湾卓越ドローン国際ビジネス機会連盟と台湾ドローン連盟と両機関の協力お

よびパートナーシップの構築を目的に MOUを締結した。 

 

（5） 表彰委員会（委員長：戸澤洋二技術士事務所 戸澤洋二） 

JDC表彰を実施するため、以下の活動を行った。 

 JDC表彰の発表（5月：総会） 

 JDC表彰授賞式、受賞者の講演（7月：国際ドローン展） 

 JDC表彰候補者ご推薦（自薦・他薦）の告知（11月） 

 

（6） 産業促進委員会（委員長：㈱ WorldLink&Company 須田信也） 

各々の部会活動の活性化に向けて支援を行った。 

① 防災系部会（部会長：（国研）防災科学技術研究所 酒井直樹） 

・ 国際ドローン展にて台湾工業技術院(ITRI)と連携して、防災をテーマとして国

際セッションを開催した。 

・ 熊本で開催された「ぼうさいこくたい 2024」においてセッションを企画し、

熊本大学の公文理事の協力もあり盛会のもと実施した。 

・ 大規模災害時の対応について会員間ネットワークの構築について検討した。 

② 農林水産系部会（部会長：国立大学法人福島大学 牧雅康） 

・ （一社）日本リモートセンシング学会のドローン・リモートセンシング研究

会と第 77回日本リモートセンシング学会学術講演会において共同セッション

を企画し、ドローンの活用に関する最新情報を提供した。 

・ スマート農林業でのドローン利用促進の一環として、株式会社 APICAとの情

報交換を行い、プロジェクト化等を進めた。 

③ 構造物点検ドローン研究会（部会長：三信建材工業㈱ 石田敦則(兼務)） 

・ 3D（点群テータの活用（建築・土木）の利活用を検討した。 

・ 東三河ドローン・リバー構想推進協議会作業省力化 WGにおいて、ドローン

による構造物点検方法を検討した。 

・ 12月に豊川市三上橋において、最新ドローン「SkydioX10」の点検デモフラ

イトを行った。（協力：㈱NTTe-Drone Technology） 

・ 非破壊検査機器に関する情報収集を行った。 

（＊中部地域部会との連携を主体とする活動） 

④ 物流系部会（部会長：（一財）先端ロボティクス財団 野波健蔵（兼務）） 
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 国土交通省主催のドローン物流関連委員会に所属して、引き続きドローン物

流の会議に参加し、ドローン物流の在り方に関して提言している。それらの内

容は「ドローンを活用した荷物等配送に関するガイドライン Ver.4.0」にも反

映されている。今後も、この活動を継続していく。また、JDCの中に部会を立

ちあげ、専門的な議論も進める計画である。 

⑤ 測量・建設系部会（部会長：㈱安藤・間 武石学） 

 （公社）日本測量協会主催「測量・地理空間情報イノベーション大会 2024」

（6 月 11 日～12 日対面開催、7 月 1 日～7 月 21 日オンデマンド開催））で設

置されたポスター展示・特設コーナーにおいて、ポスター展示および説明を行

った。 

 

（7） 地域推進委員会（委員長：日本電気㈱ 山下敏明） 

他の委員会・部会と連携しながら、地域部会の活動を支援した。 

① 北海道地域部会（部会長：国立大学法人北海道大学大学院 田邊龍彦） 

 10月に開催された「ドローンサミット 2024」（札幌）に JDC事務局と共に出

展した。 

② 東北地域部会（部会長：一般社団法人もりや循環型農食健協議会 伊東明彦

（代理）） 

 部会長の選任について検討していたものの、候補者が調整できなかった。 

 防災・減災のマニュアル本『ふくしま防災ガイド 2024-25』に JDCの広告を

掲載した。 

③ 関東・甲信越地域部会（部会長：（国研）産業技術総合研究所 岩田拡也） 

 JDCには、自社の技術を活かしながら新たなサービス提供を目指す事業者

が多く入会されております。このためスタートアップを目指すドローン事業

者、中堅・大手事業者でドローンに関わる新規事業をスタートした事業者な

どを対象に、ピッチイベント(JDCイノベーションピッチ)を開催致しまし

た。有識者からの有益な助言やマッチングアイディア等が多発連発し大盛況

でした。今後の参加各社の事業拡大・発展への寄与が期待できるイベントと

なりました。 

日時：2025 年 2月 5日（火）14時半～17時 

場所：産総研：臨海副都心センター（東京都江東区青海 2丁目 3-2） 

プログラム： 

1.株式会社 ADJ 

2.スカイビュージャパン株式会社 

3.合同会社 WeeFeeS 

4. Bensalem Japan株式会社 

5. A on Tech 
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6.産総研先進ドローン技術コンソーシアム 

④ 中部地域部会（部会長：三信建材工業㈱ 石田敦則(兼務)） 

 12月例会として「最新機種！SkydioX10デモフライト」（豊川三上橋）を開

催した。 

 3月例会として、「あいちロボット産業クラスター」WGの活動を報告した。 

⑤ 関西地域部会（部会長：国立大学法人大阪大学大学院 多田隈建二郎） 

 国際フロンティア産業メッセ 2024（神戸）に出展し、JDCの活動紹介や、会

員企業・研究者の成果を紹介した。 

⑥ 中国・四国地域部会（部会長：国立大学法人徳島大学大学院 三輪昌史） 

 講演会を検討したが実施できなかった。 

⑦ 九州地域部会（部会長：㈱テクノライフ 深見大輔） 

 防災系部会が企画した「ぼうさいこくたい 2024」のセッションに協力し、公

文監事が登壇した。 

⑧ 沖縄地域部会（部会長：㈱システム・ビット 喜屋武義人） 

 第 9回ドローン大会を実施した。大会では、講演会、操縦体験、シミュレー

ター体験を実施した。 

 

5 スクール事業部（事業部長：金井度量衡㈱ 金井利郎） 

2025年 12月に民間資格制度が終了するため、新規認定、更新認定のみ運営を行っ

た。見込通り、新規認定者数、更新認定者数（収入面）は減少傾向となっている。一方、

経費削減に取り組み、繰越金は前年比微減で抑えた。 
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第 2号議案 令和 6 年度 決算報告
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第 3号議案 令和 7 年度 事業計画 

 

1 総会 

通常総会 2025年 6月 10日 

会  場 銀座ブロッサム（中央区立中央会館） 

   〒104-0061 東京都中央区銀座 2丁目 15-6 

 （オンライン併用で開催） 

 

2 理事会 

令和 7年度 1回目 2025年 6月 

令和 7年度 2回目 2025年 7月 

令和 7年度 3回目 2025年 9月 

令和 7年度 4回目 2025年 12月 

令和 7年度 5回目 2026年 3月 

令和 7年度 6回目 2026年 4月 

 

3 委員長連絡会議等 

委員長連絡会議は、必要に応じて適宜実施する。 

 

4 委員会活動 

（1） 総務委員会（委員長：㈱パスコ 下村博之） 

 運営全般：総務委員会・事務局連絡会議を定期的に開催し、JDCの定常的な運

営を事務局と連携して行う（開催数：12回）。 

 規定類の整備：組織変更に伴い規定類の見直しを行い、規定間の整合性を図る

などして整備を進める（規定間の整合性の確認：随時）。 

 財務：会費の納入状況、収入・支出・収支差額について、定期的に把握し、令

和 7年度決算報告書の作成と令和 8年度予算（案）の作成を行う。また、今後

の財政基盤の安定化を目指すため、会員の増強ならびに受託研究獲得のための

活動を継続して実施する。合わせて会費の確実な徴収を行う（受託獲得：2

件、貸倒損失：0件）。 

 広報：メールニュースおよび News＆Topicsの発信を広く呼びかけ、情報発信

を行う。ホームージの掲載内容を充実し、定常的に情報更新を行う（News & 

Topics発信：10回、HP掲載情報の確認・更新：10回）。 
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（2） 国際ドローン展委員会（委員長：㈱JSD 舘良太） 

・ 第 11回国際ドローン展を日本能率協会と共催する。また、同展示会におい

て、JDCフォーラムを企画し、開催する。JDCフォーラムでは、昨年度に台湾

卓越ドローン国際ビジネス機会連盟（TEDIBOA）と MOUを締結した経緯から連

携セッションを企画する。 

 

（3） 将来構想委員会（委員長：（一財）先端ロボティクス財団 野波健蔵

（兼務）） 

・ 令和 7年度も、令和 6年度の検討事項を踏まえて、「産-学を繋ぐ業界団体とし

ての JDC」、「外国からみて、メーカ、サービサー、ベンダーをまとめた組織と

しての JDC」の観点から、より具体的な提言を行う。 

 

（4） 国際連携委員会（委員長：慶応義塾大学 武田圭史） 

 海外のドローン関係機関の動向把握、大学での研究活動の推進を行う。 

 JDC UAS Autonomy委員会を所轄し、委員会の活動を推進する。 

 

（5） 表彰委員会（委員長：戸澤洋二技術士事務所 戸澤洋二） 

・ 表彰委員会の実施（3月） 

・ ヒアリング、審査（4月） 

・ 選定した表彰対象者の理事会報告（6月） 

・ JDC表彰の発表（総会にて、6月） 

・ JDC表彰授賞式、受賞者の講演（国際ドローン展にて、7月） 

 

（6） 産業促進委員会（委員長：㈱ WorldLink&Company 須田信也） 

各々の部会活動の活性化に向けて支援を行う。また、新たな利用分野への部

会設置の要望を受けて、適宜、部会を設置する。 

① 防災系部会（部会長：（国研）防災科学技術研究所 酒井直樹） 

・ 国際ドローン展にて防災をテーマとして協力する。 

・ ぼうさいこくたい 2025新潟においてセッションを実施する。 

・ 大規模災害時の対応も含めた防災利用に関連した議論を定期的に行い参加企

業に情報提供を行う予定 

② 農林水産系部会（部会長：国立大学法人福島大学 牧雅康） 

・ 外部イベント等において、農林水産分野のリモートセンシングおよび管理作

業へのドローンの活用に関する最新情報を提供する。 

・ スマート農林業でのドローン利用促進の一環として、関係分野学術機関・国

研等公的機関および民間企業との情報交換や交流、プロジェクト化等を進め

る。 
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③ 構造物点検ドローン研究会（部会長：三信建材工業㈱ 石田敦則(兼務)） 

・ 3D（点群テータの活用（建築・土木）の利活用の検討 

・ 東三河ドローン・リバー構想推進協議会作業省力化 WGを活用したドローン

による点検方法の検討 

・ 水管橋点検の取組（第 2期 Aqua-Bridgeプロジェクトの活動情報の共有）

ZOOM説明会の企画 

・ 非破壊検査機器に関する情報収集 

（＊中部地域部会活動の共有） 

④ 物流系部会（部会長：（一財）先端ロボティクス財団 野波健蔵（兼務）） 

 国土交通省主催のドローン物流関連委員会に所属して、ドローン物流の会議

に参加し、ドローン物流の在り方に関して提言していく。同時に、「ドローン

を活用した荷物等配送に関するガイドライン Ver.4.0」を社会実装するために、

JDCの中に部会を立ちあげ、専門的な議論も進める計画でる。 

⑤ 測量・建設系部会（部会長：㈱安藤・間 武石学） 

 日本測量協会主催「測量・地理空間情報イノベーション大会 2025」（6月 17日

～18 日対面開催、7 月 8 日～8 月 5 日オンデマンド開催））においてポスター

展示（対面・オンライン）を行う。  

 測量業系協会、建設業系協会などの外部団体と連携したイベントを検討する。 

 

（7） 地域推進委員会（委員長：㈱E・C・R 小笠原通晴） 

他の委員会や部会と連携しながら、各地域部会の活動を支援する。 

① 北海道地域部会（部会長：国立大学法人北海道大学大学院 田邊龍彦） 

 道東（十勝地域）でのドローン講演会を開催する（開催場所：帯広市または

釧路市、開催時期：10月）。 

② 東北地域部会（部会長：一般社団法人もりや循環型農食健協議会 伊東明彦） 

 防災分野など、地域の課題に応じて、活動内容を検討し、講演会等を企画す

る。 

③ 関東・甲信越地域部会（部会長：（国研）産業技術総合研究所 岩田拡也） 

 令和 6年度から開催している「JDCイノベーションピッチ」を開催する。JDC

には、自社の技術を活かしながら新たなサービス提供を目指す事業者が多く

入会している。このためスタートアップを目指すドローン事業者、中堅・大

手事業者で、ドローンに関わる新たな新規事業をスタートした事業者などを

対象に、ピッチイベントを開催予定。有識者からの有益な助言やマッチング

アイディア等が期待され、参加各社の事業拡大・発展への寄与が期待できる

イベントにする予定。 

④ 中部地域部会（部会長：三信建材工業㈱ 石田敦則(兼務)） 

 7月例会「水管橋の点検の現状（案）」 開催場所：ZOOM 
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 10月例会「建築構造物のドローンによる点検の実証試験」場所：新城市内又

は豊橋市内 

 3月例会「あいちロボット産業クラスター」WG活動報告。 

⑤ 関西地域部会（部会長：国立大学法人大阪大学大学院 多田隈建二郎） 

 関西地域において、事例紹介などのイベントを実施する。 

 国際フロンティア産業メッセ 2025（神戸）に出展し、JDCの活動紹介や、会

員企業・研究者の成果を紹介する。 

⑥ 中国・四国地域部会（部会長：国立大学法人徳島大学大学院 三輪昌史） 

 RTK-GNSSによる精密飛行ドローンに関する講演会を兼ねた、JDCの紹介・勧

誘イベントを企画・実施する。 

⑦ 九州地域部会（部会長：国立大学法人九州大学 東野伸一郎） 

 地域の展示会・イベントへのパネル展示、講演会などの企画を行い、地域の

ドローン普及に寄与する。（仮） 

⑧ 沖縄地域部会（部会長：㈱システム・ビット 喜屋武義人） 

 11月頃にドローン大会を実施する。内容と場所については利便性を考慮し会

員企業とともに検討する。 

 操縦技術向上のためのドローン練習会を開催する。 

 

5 スクール事業部（事業部長：金井度量衡㈱ 金井利郎） 

 引き続き経費削減に努めながら、2025年 12月まで新規認定、更新認定業務を運

営する。 

 配下校には民間資格制度終了の告知をメール等で行う予定。 

 既存資格者に向けては HP等で民間資格制度終了および JDCでの新規認定、更

新認定の終了を告知する予定。 

 2025年 12月以降は、スクール事業終了（2026年 3月）に向けた決算処理に注力

する。 
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第 4号議案 令和 7 年度 予算計画 

 (令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月 31日まで) 
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参考：地域推進委員会 内訳 
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第 5号議案 令和 7年度 役員候補（案） 

 

理事 五百部 達也※1 五百部商事有限会社 

理事 石田 敦則 三信建材工業株式会社 

理事 伊東 明彦 一般社団法人もりや循環型農食健協議会 

理事 稲葉 久人 株式会社ハクト 

理事 岩田 拡也 国立研究開発法人産業技術総合研究所 

理事 小笠原 通晴※1 株式会社 E・C・R 

理事 金井 利郎 金井度量衡株式会社 

理事 酒井 直樹 国立研究開発法人防災科学技術研究所 

理事 下村 博之 株式会社パスコ 

理事 鈴木 智  国立大学法人千葉大学 

理事 須田 信也 株式会社 WorldLink&Company 

理事 武石 学  株式会社安藤・間 

理事 武田 圭史  慶應義塾大学 

理事 多田隈 建二郎 国立大学法人大阪大学大学院 

理事 舘 良太  JSD 株式会社 

理事 戸澤 洋二 戸澤洋二技術士事務所 

理事 徳見 栄一※1 日本電気株式会社 

理事 野波 健蔵 一般財団法人 先端ロボティクス財団 

理事 東野 伸一郎※1 国立大学法人九州大学 

理事 三輪 昌史 国立大学法人 徳島大学大学院 

理事 山本 秀太 横浜警備保障株式会社 

理事 吉田 基  株式会社ツバサ・フロンティア 

監事 木下 研作 株式会社サイバー創研 

監事 公文 誠  国立大学法人 熊本大学大学院 

※1：新役員 

 

 

参考：顧問 

 

 氏名 内容 

顧問 和田 昭久 制度設計支援  


